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Ⅰ 緒  言 

 

千葉県の農業現場におけるイノシシSus scrofaの被害は，

1980年代後半以降，特に2000年代に入ってから著しく増

加しており（北澤・浅田，2010），2015年度には農作物被

害金額が約2億1,000万円で過去最高となった（千葉県，

2017）．被害の発生は中南部が中心であり，2015年度の北

部の被害金額1,000万円に対して中南部の被害金額は2億

円と甚大な被害になっている（千葉県，2017）（第1図）．

こうした中でイノシシ被害対策として防護柵の設置が進

んでおり，2015年度末時点の総延長は2,469kmに達して

いる（千葉県，2017）．しかし，防護柵の設置が進んだこ

とで被害が減少した市町村がある一方で，被害金額が高止

まりや増加傾向にある市町村も多く（千葉県，2017），防

護柵による農業被害軽減効果の検証が急務である． 

防護柵は防護する範囲に応じて，個々の農地を囲う個別

柵，近接する複数の農地を1つの柵で囲うグループ柵，集

落全体を囲う集落柵に分かれる（農林

水産省，2014）．鳥獣被害防止総合対

策事業において防護柵の資材補助が行

われているが，受益戸数が3 戸以上と

いう交付条件があり，グループ柵や集

落柵が対象となり得るが，資材当たり

の防護面積が広い集落柵は補助金の対

象になりやすい（関西広域連合，2016）．

千葉県でも，地域単位で防護柵を設置

し，適切に維持管理されるよう推進し

ている（千葉県，2017）． 

防護柵の効果については，山川（2008）

が飼育イノシシとの対面調査を行い，

異なる資材の防護柵の侵入防止効果を

認めた．また，野外で実装された防護柵

において，本田（2005）及びSaito et al.

（2011）が現地圃場を調査し被害軽減

効果の高さを認めたが，個別柵，グルー

プ柵，集落柵の区別はされていない．一

方集落柵を対象にした例は少なく，竹

下・金森（2010）が島根県におけるア

ンケート調査により被害軽減効果を認

めた．しかし，これらの研究は個別柵や

グループ柵と集落柵の効果を比較した

ものではない．集落柵は山林や斜面に

近い場所に設置され，野生鳥獣との一

定のすみわけを目指すものである以上，農地を完全に囲っ

てしまうような構造の柵と同等の事業効果が期待できな

い可能性があるとの危惧もあり（木佐貫，2005），両者の
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第 1 図 市町村別の農作物被害金額（2015 年） 
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効果を比較した検証が必要となる．  

イノシシ被害は環境条件や管理条件等の複数の要因が

相互に絡み合い発生していると考えられる（江口，2008）．

被害発生に影響のある要因は地理情報システム

（Geographic Information System，以下 GIS とする）を

用いて得られるデータから明らかにされており，道路，河

川，森林，耕作放棄地までの距離等の農地周辺の環境的要

因（Honda and Sugita，2007；野元ら，2010；Saito et 

al.，2011；清水ら，2013），標高，地上開度等の農地の

地形的要因（Honda and Sugita，2007；Saito et al.，2011），

防護柵の有無や圃場周囲の草刈り実施有無等のイノシシ

被害対策の実施状況（Saito et al.，2011）が報告されてい

る．また，イノシシと同じ陸生大型哺乳類であるニホンジ

カ Cervus nippon では，水田周辺の森林率の増加に伴い

被害レベルが高くなることが示されている（高田ら，2010）

が，イノシシにおいて検討された例はない．被害発生への

影響を解析する際に要因を欠いていると結果に偏りが生

じる可能性が指摘されている（Honda and Sugita，2007；

Saito et al.，2011）．よって集落柵の効果を検証するには，

集落柵の有無に加えて，上記要因をできるだけ網羅して解

析に含める必要がある．  

これらの先行研究では一般化線形モデル（Generalized 

Linear Model，以下GLMとする）やベイズ推定を用いた

解析が行われている．GLMは応答変数が正規分布以外の

様々な指数型分布族（例えばポアソン分布や二項分布）の

確率分布に従うデータに対しても各説明変数の回帰係数

ならびに信頼区間の計算が可能である（下野，2010）．ま

た，回帰係数の推定値から予測式を作ることで，説明変数

がある値を取るときに応答変数はどのような平均値を取

るのか，という予測もできる．しかし個体差・場所差など

の観測されない要因の影響により応答変数の過分散が発

生し，GLMによる解析ができないことがある．個体差・場

所差の効果が入る実験操作の場合には，GLMを改良した

モ デ ル で あ る 一 般 化 線 形 混 合 モ デ ル

（ Generalized Linear Mixed Model ，以下

GLMMとする）を使うことが推奨されている

（久保，2012）．GLMMでは，観測されない複

雑な要因がもたらす影響をランダム効果として

記述することで，GLMで想定される分散を変化

させることができ，過分散に対応できる．この

ようなモデルを用いて被害発生に影響する要因

を明らかにし，被害発生を予測する式を作成す

ることで，それぞれの要因間の配置を考慮した

獣害に強い農地や集落デザインの形成（仲谷，

2005）や被害対策に活用するための被害発生リ

スクマップの作成（百瀬ら，2011）が可能とな

る． 

以上より，本研究では安房地域の 3 市町において集落柵

設置地区と非設置地区の水田圃場における現地踏査を行

い，イノシシ被害の有無や個別又はグループ柵の設置有無

を確認し，それぞれの防護柵の被害効果を比較検証するこ

ととした．現地踏査により得られたデータと GIS データ

を用いて GLMM による解析を行い，諸々の要因が被害発

生に及ぼす影響を明らかにした．また，得られた回帰係数

から予測式を作成し，調査地域全域の水田圃場の各要因デ

ータを当てはめ，集落柵設置の有無双方を想定した被害量

から，設置による減少量を推定した．加えて結果を地図化

し，水稲被害発生リスクマップを作成した．  

 

Ⅱ 方法 

 

１．現地調査圃場の設定 

調査地域は中南部で特に被害の多い安房地域（第 1 図斜

線部）とし，その中でも被害が多く対策が進んでいる鴨川

市，鋸南町，南房総市の 3 市町を対象とした．集落柵を設

置している地区を各市町で 1 地区ずつ，その近辺で個別柵

又はグループ柵で対策を行い集落柵は設置していない地

区を 1 地区ずつ設定した（第 1 表，第 2 図）．2017 年 5

月 22日～6月 6日に現地を踏査し，森林や耕作放棄地等，

イノシシの棲み家となる環境と隣接する水田圃場を調査

圃場とした． 

第 1 表 調査対象圃場の概要 

市町 地区
集落柵
の有無

水田
圃場数

個別・グループ柵
設置圃場数

林縁までの
平均距離(m)

A 有り 50 14   3.9

B 無し 50   7 21.1

C 有り 37 12 12.1

D 無し 25 24 14.0

E 有り 23 14 38.7

F 無し 21 11 34.2

鴨川市

鋸南町

南房総市

注) 個別・グループ柵設置圃場数は水田圃場数の内数. 

第 2 図 調査対象圃場地点 
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２．圃場踏査 

対象圃場を踏査し，イノシシ被害の有無，個別・グルー

プ柵の有無，畦畔草刈の有無を調査した．調査対象とした

変数を第2表に示した． 

イノシシ被害はイネOryza sativaの乳熟期から発生す

るため（江口，2003），調査は2017年8月15～23日，8月

28～29日の2回行い，最終的な被害を確認した．穂の食害

及び稲株の踏み倒しを被害として記録し，圃場内への侵入

が認められても実害がなかった場合には被害と扱わなか

った． 

個別又はグループ柵は侵入防止効果の高いとされる電

気柵，ワイヤーメッシュ柵及びトタン柵（山川，2008）の

みを対象とし，防止効果の低いナイロンネットや漁網等は

除外した．  

圃場を囲む畦畔の雑草の草丈が約 50cm 未満の場合を

畦畔草刈り“有り”とし，それ以外を“無し”とした．イ

ノシシの体高より高い丈の草叢はイノシシ被害を誘発す

ると想定し，安部（1986）によるイノシシの外部計測値を

参考に水準を設定した． 

３．集落柵の被害軽減効果に関する解析 

(1)GIS データの取得と加工 

解析には先行研究（Honda and Sugita，2007；野元ら，

2010；Saito et al.，2011；清水ら，2013）で明らかにさ

れている被害発生へ影響のある要因も含めた．これらのデ

ータは QGIS（QGIS Development Team，2019）を使用

してGISデータを加工することで得た．各対象圃場のGIS

データは 1)林縁までの最短距離（m），2)河川までの最短

距離（m），3)道路までの最短距離（m），4)建築物まで

の最短距離（m），5)バッファ内（圃場から一定距離の円

内）の森林占有率（％），6)地上開度とした．林縁までの

最短距離は，環境省自然環境局生物多様性センターが提供

する第 6 回・第 7 回自然環境保全基礎調査植生調査によ

る縮尺 1/25,000 植生図（環境省，2008）を，河川までの

最短距離は，国土交通省国土政策局発行の国土数値情報

（国土交通省，2008）を，道路までの最短距離と建築物ま

での最短距離は，国土地理院発行の基盤地図情報（基本項

目）データ（国土交通省，2014）を用いて，対象圃場外縁

からの最短距離を算出した．バッファ内の森林占有率は高

田ら（2010）を参考に森林である地物を 10m メッシュの

ラスタデータに変換し，QGIS の「r.neighbors」機能を用

いて圃場の中心から半径 100～1,000m の間で 100m 刻み

に 10 段階の森林占有率を示すデータに加工した．地上開

度（横山ら，1999）は国土地理院発行の基盤地図情報（数

値標高モデル）10m メッシュ（標高）データ（国土交通省，

2016）から地形特性図作成アプリTopoChar（白澤，2018）

を用いて算出した．以上のデータとその定義の一覧を第 2

表に示した．  

(2)統計的解析によるモデルの構築 

GLMM による解析を行った．本研究ではイノシシ被害

が発生する確率 p に，次のロジスティック分布を仮定す

る． 

p =
1

1 + exp−(y)
 

このとき，GLMM では y を次のようにモデル化する． 

y = b0 + b1x1 + b2x2 + ⋯ + bnxn + ri 

ここに，b0 は切片，b1 ~ bn は偏回帰係数，x1 ~ xn 

は説明変数，ri はランダム効果，n は説明変数の数である．

ランダム効果は平均 0，標準偏差 s の正規分布に従うと仮

定する． 

各圃場における被害の有無（有り＝1，無し＝0）を応答

第 2 表 解析に供した変数とその定義 

変数名 尺度 定義

圃場調査データ

地域（ランダム効果） 名義
鴨川市，鋸南町，南房総市の3地域間の不特定の差が平均0標準偏差sの正規分布に従うと

仮定した．

被害の有無（応答変数） 名義 圃場面積に対する被害を受けた面積の割合が0％の場合“無し”、それ以外を“有り”

個別・グループ柵の有無 名義 個別柵又はグループ柵が設置されている場合を“有り”，されていない場合を“無し”

集落柵の有無 名義 集落柵が設置されている場合を“有り”，されていない場合を“無し”

畦畔草刈りの有無 名義 圃場を囲む畦畔の雑草の草丈が50cm未満を“有り”，50cm以上を“無し”

GISデータ

林縁までの最短距離 連続
圃場に最も近い森林との最短距離（m）．大区分がタケ・ササ群落，川辺林，海岸風衝低

木群落，常緑広葉樹二次林，常緑広葉樹林，植林地，竹林，二次草原，落葉広葉樹二次林
であるものを森林とした．

河川までの最短距離 連続 圃場に最も近い二級河川水系との最短距離（m）

道路までの最短距離 連続 圃場に最も近い幅員2m以上の道路との最短距離（m）

建築物までの最短距離 連続 圃場に最も近い建築物との最短距離（m）

バッファ内の
森林占有率

連続

圃場から一定距離のバッファ（円）内における森林の占有率．距離は100～1,000mの間で

100m刻みに10段階とした．森林の定義は上と同じ．解析の際はアークサインルート変換

をした．

地上開度 連続
ある地点から見える空の広がりを示したもの．値が大きいと凸型の地形を表す．着目標本地点から
の距離1,000mで計算した．
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変数，林縁までの最短距離，バッファ内の森林占有率，河

川までの最短距離，道路までの最短距離，建築物までの最

短距離，地上開度，集落柵の有無，個別又はグループ柵の

有無，畦畔草刈りの有無を説明変数とした．本調査では同

じ市町から複数のデータを集めており，地域差が応答変数

に影響を及ぼすと考え，市町をランダム効果とした．  

説明変数の多重共線性を除くため，分散拡大要因

（Variance Inflation Factor，以下VIFとする）を計算し，

VIFが10以上の説明変数は解析から除外した．解析は全て

の変数を含めたモデルから変数減少法により，赤池情報量

基準（Akaike’s Information Criterion，以下AICとする）

が小さいモデル3つを求め，その中から被害発生をよく説

明するベストモデルを選択した． 

バッファ内の森林占有率は100～1,000mの間で100m刻

みに10段階に変えてそれぞれAICが最小となるモデルを

求め，10段階のバッファ半径の間でAICを比較し，最適な

バッファ半径を求めた． 

説明変数は標準化してモデルに入れ，標準化偏回帰係数

を求めた．標準化偏回帰係数は各説明変数の被害発生に及

ぼす影響の大きさを表し，絶対値が大きいほど被害発生へ

の影響が大きい．また，標準化偏回帰係数が正の数の場合，

説明変数と被害発生が正の相関を示す．  

すべての解析は R（R Development Core Team，2018）

を使用し，lme4 パッケージ（Douglas et al.，2015）の

glmer 関数を用いた． 

４．各防護柵の設置による被害減少量の試算と被害発生確

率の地図化 

GLMMの解析から得られた回帰係数から被害発生確率

の予測式を作成し，鴨川市，鋸南町，南房総市の全域にお

いて個別又はグループ柵，及び集落柵の設置を仮定した場

合の被害発生圃場数を試算した．圃場のGISデータは農林

水産省の筆ポリゴン（農林水産省，2019）とし，耕地の種

類が“田”であるものを用いて，次の条件のもと試算した． 

(1)森林から40m以内に位置する水田圃場はイノシシ被

害を受けやすいため（野元ら，2010），これを満たす全て

の圃場を試算の対象圃場とする．なお，小寺ら（2010）を

参考に面積が44haより小さい1塊の森林はイノシシが生

息する可能性が低いと考え除外する． 

(2)GLMMによる解析結果を用いた予測で被害発生確率

が0.5より大きい値となった圃場は被害が発生するものと

する． 

地図化は試算と同じ水田圃場の GIS データを用い，森

林から 40m 以内に位置する水田に限定せず，全ての圃場

を対象とした．予測式から算出した被害発生確率を圃場単

位で色分けして表示した．防護柵無し，個別又はグループ

柵，及び集落柵の設置を仮定した場合の 3 種類のマップを

作成した． 

 

Ⅲ 結  果 

 

１．集落柵の被害軽減効果 

集落柵は鴨川市で電気網及び電気柵，鋸南町でワイヤー

メッシュ柵，南房総市で金網フェンスであった．  

集落柵設置地区と非設置地区の被害圃場割合を比較し

たところ，個別・グループ柵の有無に関わらず集落柵設置

地区の方が被害圃場割合は小さかった（第3表）．鋸南町

の防護柵無の圃場を十分量確保できなかったが，分析結果

を大きく変えるほどではないと判断し，分析から除外しな

かった． 

GLMM による解析結果を第 3 図及び第 4 表に示した．

VIF が 10 以上になる説明変数はなかった．AIC が最小と

なる森林占有率のバッファ半径は 400m であった．また，

ベストモデルとして選択された要因は，集落柵の有無，個

別・グループ柵の有無，圃場から半径 400m 内の森林占有

率であった．次点モデルのAICはベストモデルと近いが，

次点，次々点モデルで追加されている要因はモデル精度に

は寄与しているものの被害発生への有意な影響が認めら

れないためベストモデルとして採択しなかった．各変数と

被害との関係をみると，集落柵及び個別・グループ柵があ

ると，また，圃場から半径 400m 内の森林占有率は低いほ

ど被害が発生する確率が低くなることが示された．また，

注) （ ）内の数値は実数を表す． 

第 3 表 調査対象水田における被害発生圃場割合 

個別・
グループ柵有り

個別・
グループ柵無し

A 有り   7.1 (1/14) 11.1   (4/36) 10.0   (5/50)

B 無し 42.9   (3/7) 55.8 (24/43) 54.0 (27/50)

C 有り 16.7 (2/12) 12.0   (3/25) 13.5   (5/37)

D 無し 20.8 (5/24)   0.0     (0/1) 20.0   (5/25)

E 有り   7.1 (1/14) 11.1     (1/9)   8.7   (2/23)

F 無し 18.2 (2/11) 20.0   (2/10) 19.0   (4/21)

鴨川市

鋸南町

南房総市

被害発生圃場割合（％）

合計
集落柵
の有無

地区市町

第 3図 各森林占有率のバッファ半径おけるベスト

モデルの AIC 
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個別・グループ柵の有無と比べ集落柵の有無で標準化偏回

帰係数の絶対値が大きく，集落柵の方が被害軽減効果が高

いことが示された． 

２．ベストモデルによる対象市町・各種防護柵別の被害発

生圃場数の予測と被害発生確率の地図化 

圃場被害の有無についてGLMMによる解析結果より次

の式を得た． 

y＝
1

1 + exp(3.675 + 1.565x1 + 2.267x2 − 5.597x3 − ri)
 

※y：被害発生確率，x1：個別・グループ柵の有無， x2：

集落柵の有無，x3：圃場から半径 400m 内の森林占

有率，ri：地域（ランダム効果） 

この式から鴨川市，鋸南町，南房総市の試算対象水田圃

場において防護柵無しの場合，個別・グループ柵有りの場

合，集落柵有りの場合の被害発生を予測した結果を第 5 表

に示した．3 市町合計の被害発生圃場割合が防護柵無しで

81.8％，個別・グループ柵設置で 26.5％，集落柵設置で

8.3％となり，集落柵を設置すると仮定したところ被害が

大きく減少した．また，予測式を用いた 3 市町の全水田圃

場における被害発生リスクマップを作成できた（第 4 図）．

防護柵無し，個別・グループ柵設置，集落柵設置をそれぞ

れ仮定したマップであり，どの防護柵を選択するか比較検

討することができる．  

 

Ⅳ 考  察 

 

GLMMによる解析結果より，個別・グループ柵か集落柵

かに関わらず，防護柵を設置した圃場でイノシシ被害発生

確率が低下することが確認された．また，集落柵が個別・

グループ柵よりも効果が高いことも明らかになった．イノ

シシ被害対策においては，防護柵の設置の他に，捕獲や，

林縁部や耕作放棄地の刈払い，放棄果樹の撤去等の生息環

境整備があるが，それらに比べ防護柵の被害軽減効果の高

さを認める研究は蓄積があり（本田，2005；竹下・金森，

2010；Saito et al.，2011），イノシシ被害対策において適

切な防護柵を設置することは極めて有効であると考えら

れる．集落柵の効果が高い要因について竹下・金森（2010）

は効果の高いワイヤーメッシュ柵や電気柵が多かったた

めとしているが，本調査で効果の比較対象とした個別・グ

ループ柵は，侵入防止効果の高い資材（電気柵もしくはワ

イヤーメッシュ柵．トタン柵も該当するが設置はなかっ

た．）に限定したため，柵資材の違いが効果の高さに大き

く寄与していることはないと考えられる．集落柵の効果の

高さの要因として集落全体の侵入リスクを減らせること

（農林水産省，2014）が関連すると推測するが，本調査か

らは明らかにできなかった． 

また，解析の結果から，被害発生を最もよく説明した空

間スケールは，半径400mのバッファであった．これは，

水田を中心とした約50haの範囲に相当する．イノシシの

行動圏について県内で調査した事例はないが，小寺ら

（2010）が島根県において給餌条件下のイノシシの行動

圏が51.6haであったことを示している．高田ら（2010）は

シカの被害レベルへ影響を及ぼす空間スケールがシカの

生態的・行動的特性のスケールと一致することを実証した

が，イノシシにおいても被害へ影響する空間スケールと生

態的・行動的特性のスケールが一致することが示唆された．

イノシシ被害を説明するモデルを構築する際には，森林の

景観構造に係る要因を含める必要があるだろう．なお，本

研究は調査圃場を森林や耕作放棄地に近い場所に限定し

ベスト
モデル

次点
モデル

次々点
モデル

-1.557*** -1.616*** -1.554***

(0.217)    (0.298)    (0.217)    

-1.134*** -1.106*** -1.158***

(0.221)    (0.224)    (0.223)    

-0.768*** -0.731** -0.708** 

(0.227)    (0.263)    (0.233)    

 0.823***  0.911***  0.846***

(0.211)    (0.227)    (0.212)    

0.297    

(0.236)    

-0.234     

(0.205)    

AIC 189.9 190.0 190.6

河川までの最短距離

切片

集落柵の有無

個別柵やグループ柵
の有無

圃場から半径400m内

の森林占有率

林縁までの最短距離

第 4 表 イノシシ水稲被害発生を説明する上位 3 つのモ

デルにおける各変数の標準化偏回帰係数と AIC 

注 1)変数の横の数値は各モデルにおける標準化偏回帰

係数を示す． 

   2)（ ）内の数値は実数を表す． 

  3) ***は P<0.001，**は P<0.01 を表す． 

注 1)森林から 40m 以内に位置する全域の水田圃場を対

象とした． 

2)被害発生圃場数は同じ圃場に対する防護柵の設置に

係る条件を変えた場合の予測値． 

3)（ ）の数値は森林から 40m 以内に位置する水田圃

場数に対する割合（％）を示す． 

防護柵無し
個別・

グループ柵
集落柵

鴨川市  7,493   6,277(83.8) 2,017(26.9)    750(10)

鋸南町  1,848   1,666(90.2)    823(44.5)    284(15.4)

南房総市   8,280   6,471(78.2) 1,827(22.1)    428  (5.2)

合計 17,621 14,414(81.8) 4,667(26.5)  1462  (8.3)

市町
森林から40m

以内に位置する
水田圃場数

被害発生圃場数(発生圃場割合(％))

第 5 表 個別・グループ柵又は集落柵の設置を仮定した

場合の GLMM の解析結果から予測された被害

発生圃場数 
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たため，偏った結果になっている可能性がある．森林面積

率以外の要因がベストモデルに採択されなかったのも，そ

の影響があると考えられるため，今後のより詳細な研究が

必要となる． 

ベストモデルを用いて被害発生圃場数を予測したとこ

ろ，集落柵の設置で被害圃場数が大きく減少した．被害軽

減効果の観点では集落柵の設置を推進すべきであると考

えられる．ただし，集落柵を適切に運用する上で注意を要

する点があるため整理する．まず，集落柵は山林内や傾斜

地などへの設置が避けにくい．そのような場所では倒木や

土砂崩れ等の破損リスクにさらされやすく，個別・グルー

プ柵でよく使用される安価な電気柵に対し，ワイヤーメッ

シュや金網柵等の強度の高い高価な物理柵が適するため，

資材費は集落柵で高くなる可能性がある．また，山林内や

傾斜地は作業性が悪く設置しにくいため，設置労力が集落

柵で高くなる可能性もある．防護柵の効果を持続させるに

は維持管理が重要となる（本田，2007，大岩ら，2014）

が，山林内や傾斜地では同様に管理労力が増加する懸念も

ある．また，個別柵やグループ柵は比較的狭い範囲を囲う

ため一度の点検・管理に必要な労力が少ない一方で，集落

全体を囲う集落柵は一度の点検・管理作業に時間と労力を

要するため（関西広域連合，2016），受益者で作業を分担

することが望ましい．集落柵は集落全体に利益を及ぼすこ

とから管理作業は集落ぐるみで行われることが理想であ

るが，集落ぐるみの対策に不満や疑問を持っている農家が

いることを示す報告があり（加藤・土屋，2014），地域の

実状に応じた集落柵設置の判断や設置への合意形成の支

援が重要となるだろう．また，設置に際して専門技術を有

する者からの助言（本田，2007）や管理コストへの直接的

支援の在り方の検討（桑原・加藤，2012）が行われるとよ

い．これらの支援を併せて集落柵の設置を推進すれば，イ

ノシシによる被害を大幅に減少させることができると思

われる．なお，集落柵の費用対効果が個別柵やグループ柵

より優れるかどうかは明らかにできなかった．今後は各種

防護柵ごとの設置・維持費用や水稲減収による被害金額を

精査し，費用対効果を検証することが課題である． 

3 つのパターンに分類した上で圃場ごとに色分けし表

示した水稲被害発生リスクマップは，生産者が確認するこ

とで，どの防護柵を設置するかを各自で判断する重要な材

料になると思われる．集落柵は道路や河川・水路と交差す

る部分を閉鎖できない（農林水産省，2014）ため，土地利

用上，集落柵の設置が困難な場合もあり得る．リスクマッ

プを見ると，個別・グループ柵の設置でも十分な被害軽減

効果が期待できる圃場がわかるため，現場の土地利用と圃

場の被害リスクからどの防護柵にするかを考えることが

望まれる．また，集落柵を設置しても被害発生が予測され

る圃場もある．そのような圃場で被害を防止するには，イ

ノシシの捕獲や潜み場となる藪の刈払い，複合柵の設置等

の対策を実施する必要がある．被害発生リスクの情報に基

づいて追加の対策の必要性を把握できるため，防護柵によ

る対策を行う生産者にはこのリスクマップの活用を望み

たい． 
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第 4 図 防護柵無し，個別・グループ柵，集落柵設置を仮定し作成したイノシシ水稲被害発生リスクマップ（一部） 

注 1) 凡例，縮尺，方角は同じ．  

   2) 背景は「地理院タイル（電子国土基本図（オルソ画像））」を使用． 
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Ⅵ 摘  要 

 

千葉県におけるイノシシ被害対策は個別柵やグループ

柵の利用が主であったが，近年集落全体を囲う集落柵の設

置が進んでいる．しかし，集落柵は農地を囲うものではな

いため，個別又はグループ柵と同等の効果が期待できない

可能性がある．そこで，集落柵のイノシシに対する有効性

を明らかにするために，被害軽減効果を個別・グループ柵

と比較した． 

調査対象地域は鴨川市，鋸南町，南房総市とした．集落

柵設置地区と非設置地区を3地区ずつ設定し，水田圃場の

現地踏査により得られたデータとGISデータから集落柵

の設置が被害発生に及ぼす影響を一般化線形混合モデル

（以下GLMMとする）により解析した．また，3市町の林

縁から40m以内の全水田圃場17,464筆を対象に，防護柵の

設置を仮定した場合の被害発生圃場数の予測値をGLMM

の解析結果から得られたモデルを用いて試算した． 

GLMM の解析では集落柵有りの標準化偏回帰係数は-

1.134 となり，個別・グループ柵の有りの-0.768 より絶対

値が大きく，集落柵の被害軽減効果は個別・グループ柵よ

り大きかった．また，被害発生圃場数の試算では，3 市町

合計の被害発生圃場割合が防護柵無しで 81.8％，個別・グ

ループ柵設置で 26.5％，集落柵設置で 8.3％となり大きく

減少し，集落柵の設置は本県において有効な対策となり得

ることが示唆された．  
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versus Village Fences in Three Municipalities in Awa Region 
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Summary 

 

 In Chiba Prefecture, mainly individual or group fences are used to prevent crop damage 

by wild boars. In recent years, some villages have installed a fence surrounding the entire 

village. However, as village fences surround not just farmland, they may not be as effective as 

individual or group fences. To evaluate their effectiveness, we assessed damage reduction by 

each type of fence in Kamogawa city, Kyonan town, and Minamiboso city. We analyzed the 

effect of damage reduction by GLMM (Generalized Linear Mixed Model) using data obtained 

from a paddy field survey within each of two areas in each town, one with a village fence and 

one without. Using the GLMM, we predicted the damage in 17 464 paddy fields within 40 m of 

forest edges. The standardized partial regression coefficient for village fences was −1.134. As 

this is larger in absolute terms than that of individual or group fences, at −0.768, village fences 

reduce damage more than individual or group fences. The estimated proportion of damaged 

paddy fields in all three municipalities was 81.8% without protective fences, 26.5% with indi-

vidual or group fences, and 8.3% with village fences. These results suggest that village fences 

offer the best protection in this prefecture. 
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